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１-1．創出側の動向①：卒FIT電源の認証対象化

 買取期間が満了したいわゆる「卒FIT等電源」等の太陽光発電設備について、追
加的な設備投資を行う場合は認証対象に。

• 卒FIT電源等の既設の太陽光発電設備であっても、追加的な設備投資を行う場合は認証対
象とすることが可能に※。

• 【追加的な設備投資の一覧（1つ以上の設備導入が必要）】
①出力制御対応機能付きパワーコンディショナー
②蓄電池
③電気自動車、プラグインハイブリッド自動車
④貯湯槽付きヒートポンプ（エコキュート）

※家庭に①～④の追加的な設備投資を実施を実施する場合、投資回収年数の計算を省略することが可能です。
（Ｊ－クレジット制度では、成り行きでは進まない活動を応援する観点から、原則、設備の投資回収年数が3年以上であることが要件です）
※但し、エコキュートに限り、投資回収年数の計算が必要な場合がございますので、詳細は事務局までお問い合わせください。

※Ｊ－クレジット制度に登録できる設備は、原則、稼働から２年以内のもの
※2022年3月9日の制度改定で、風力発電設備も対象に
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１-1．創出側の動向②：農業分野由来クレジットの登場

 農地に剪定枝などの未利用バイオマスを炭化した「バイオ炭」を施用することで、炭
素を貯留する方法論が登場。
• 木質材料、竹、もみ殻等を炭化したものや燃料炭製造時の残渣等が主な対象。
• 100年後残存率を用いることで、長期的な炭素固定量を評価。
• 施用する炭の品質評価が必要。

（出典）Ｊ－クレジット制度第24回運営委員会資料
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１-1．創出側の動向③：森林分野におけるリモートセンシングの活用

 吸収量の計算に必要な地位のモニタリングに、航空機からのリモートセンシングが
活用可能に。
• 森林経営方法論において、地位のモニタリングは、Ｊ－クレジット制度への参加
に当たって追加的な調査を必要とするところ。

• 地位の特定に必要なモニタリングに、航空機からのレーザー測定の活用が可能に。

（出典）Ｊ－クレジット制度第23回運営委員会資料
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１-2．Ｊ－クレジットの創出事例①：デジタルグリッド株式会社様

 デジタルグリッド株式会社は、IoT機器を活用したモニタリングを行うＪ－クレジットプロジェクトを
運営。
 PV-PPA事業者等が需要家に設置したPVの発電電力が自家消費された様子は、計測機器メーカー

の監視・制御装置やHEMSが測定し、そのデータはそのメーカーのクラウドに集約。そのメーカークラウド
とのAPI連携により、デジタルグリッドの環境価値取引クラウドにデータが移転。

 クレジット創出に向けた各種データ処理、クレジット創出後の売買等の事業者支援も実施。

（出典）デジタルグリッド株式会社 提供資料
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１-2．Ｊ－クレジットの創出事例②：イオンアグリ創造株式会社様

（出典）農林水産省 Ｊ－クレジットのすすめ
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１-2．Ｊ－クレジットの創出事例③：フタバ産業株式会社様

（出典）農林水産省 Ｊ－クレジットのすすめ
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<国内の法制度への報告> <海外イニシアチブへの報告>

<企業の自主的な取組み>

• Ｊ－クレジットは国内の法制度への報告、海外イニシアチブへの報告、企業の自主的な取
組み等、様々な用途への活用が可能。近年、活用量・需要規模が大きいのは「小売電気
事業者の排出係数の調整」と「CDP及びRE100への報告」。

– 温室効果ガス排出の削減や再エネ電力の調達について、自社の努力だけでは賄うことができない部分をＪ－クレ
ジットを活用してカバーすることが可能。

11

2-1．Ｊ－クレジットの活用方法
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• 全認証量838万t-CO2中、これまでに無効化・償却されたクレジットは、469万 t-CO2

• 2016年度以降、無効化の目的は「温対法（係数）」が最多だが、近年は「オフセット
等」も増加傾向。

Ｊ－クレジット、国内クレジット、Ｊ－ＶＥＲ全てのクレジットにおける、無効化・償却量を指す。

「無効化」とは、Ｊ－クレジット登録簿上でＪ－クレジット、Ｊ－ＶＥＲを無効化償却口座に移転し、それ以降移転で
きない状態にすることを指す。「償却」とは、Ｊ－クレジット登録簿上で国内クレジットを無効化償却口座に移転し、
それ以降移転できない状態にすることを指す。

２-2．Ｊ－クレジットの活用（無効化・償却量）の状況 その１

＜クレジット種別・目的別 無効化・償却量の推移＞

2022年2月16日時点の実績
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• 省エネ設備・再エネ設備の導入による削減系クレジットと、森林経営による吸収系クレジッ
トの無効化・償却率は、それぞれ約62%, 約38%

• 電力の排出係数調整、自己活動や製品・サービスのオフセットへの利用が多い

2-3．Ｊ－クレジットの活用（無効化・償却量）の状況 その２

2022年2月16日時点の実績※ 2013年度以前の削減系の無効化・償却量の内訳はデータがないため、全て削減系（省エネ）としている。

クレジット種別 認証量 VS 無効化・償却量 無効化・償却量の内訳 (累積)
万t-CO2

384万t-CO2
240万t-CO2
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63万t-CO2

24万t-CO2
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0

200

400

600

800

1,000

1,200
削減系（省エネ）

削減系（再エネ）

吸収系
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温対法等, 
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オフセット等, 
189万t-CO2

温対法 (電気事業者),
321万t-CO2温対法 (電気事業者以外),

22万t-CO2

その他, 8万t-CO2

温対法＆オフセット等, 
14万t-CO2

自己活動,
114万t-CO2

製品・サービス, 
40万t-CO2

会議・イベント, 
10万t-CO2

その他 (寄付、CDP
等), 24万t-CO2

合計
554万t-CO2
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2-4．カーボン・オフセットとは
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 子どもでも分かる内容の「カーボン・オフセット」に関するパンフレットを作成。
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2-5．カーボン・オフセットとは

15
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2-6．カーボン・オフセットの３つのステップと仕組み

16

■３つのステップ

■オフセットの仕組み クレジットを使う
（無効化する）こ
とで、CO2削減、

吸収の取組の推
進につながる！
→地球温暖化
防止に貢献

Point!

+100 －100

±0
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２-7．Ｊ－クレジット「創出者」のメリット



Ｊ－クレジット制度

18

２-8．Ｊ－クレジット「活用者」のメリット

ＣＳＲ報告書への記載

クレジットの地産地消 →企業のイメージアップ
→地域経済の活性化

カーボン・オフセットに対する
消費者の認知度・好感度がUPすると、
上記のメリットは、その効果が増大する
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２-9．企業のイメージアップ
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大規模展示会（エコプロ、ENEX等でのＰＲ）
＜情報発信の例＞

•新聞記事

•ニュース

•ＴＶＣＭ・ラジオＣＭ

•パンフレット

•Ｊ－クレジット制度ホームページ

•自社ホームページやTwitterで発信
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オフセット商品を購入することで、
消費者も森づくりや
省エネ設備・再生可能エネル
ギーの導入に貢献することができ、
CO2排出削減・吸収の取組をあ
とおしすることができる！

Point!

Ｊ－クレジット創出者（つくる人）

２-10．地域経済の活性化

20

消費者

例：商品を通じた消費者を巻き込むカーボン・オフセットの仕組み
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３-１．カーボン・オフセット事例：こうべCO2バンク ～CO2の削減を環境価値に～

22

市民のCO2削減量が
環境価値を生み出し、

地域における
省エネ行動を促進。

Point!

 神戸市では、市民の住宅用太陽光発電システム・燃料電池の設置によるCO2排出削減
をクレジット化（環境価値化）し、地域の環境保全活動につなげる仕組みを構築

 クレジット認証量（累積）：24,690 t-CO2

 企業などに売却して得られる収益は、神戸市が行う環境保全事業に活用

 神戸ルミナリエなど市民に身近なイベントでのカーボン・オフセットの実施により、市民へ地
球温暖化防止の普及啓発

 スマートフォンアプリ「イイことぐるぐる」の活用

＜概要＞

■こうべCO2バンク ～CO2の削減を環境価値に～ / 神戸市
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３-２．カーボン・オフセット事例：ふるさと納税返礼品として「カーボン・オフセット」
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 ふるさと納税の返礼品として地元産クレジットを活用した「カーボ
ン・オフセット」をメニューに挙げている。

（返礼品として、カーボン・オフセットを実施し
たことを示す「証明書」等を発行している。）

 いずれも地元の森林から創出したクレジットが対象。
※2021年2月末時点で確認ができた自治体は以下のとおり。

• 下川町（北海道）
• 横手市（秋田県）
• 養父市（兵庫県）
• 日南町（鳥取県）
• 三原村（高知県）
• 北九州市（福岡県）

＜概要＞

■ふるさと納税返礼品として「カーボン・オフセット」

消費者が手軽に、
ふるさと納税を通じて
「カーボン・オフセット」を
行うことができる

Point!

ふるさと
納税

カーボン
オフセット
証明書

ふるさと納税の利用者へ
Ｊ－クレジットと、その活
用で環境に貢献できるこ

とを周知

Point!
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３-３．カーボン・オフセット事例：道の駅運営で生じるCO2のオフセット

24

 道の駅にちなん日野川の郷の運営から生じる電力使用等に伴うCO2全量を、日南町有
林Ｊ－クレジットを利用してカーボン・オフセット。

 併せて、道の駅で販売するすべての商品に1品1円のクレジットを付与した寄付型オフセッ
ト商品を販売。

 消費者が町の森林保全活動に貢献できる仕組み。

 無効化量：137 t-CO2

＜概要＞

■道の駅運営で生じるCO2のオフセット / 日南町（鳥取県）

消費者が商品購入を通
じて、手軽にカーボン・オフ
セットに参加できる

Point!
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３-４．カーボン・オフセット事例：地産地消を通じた温暖化対策と商品価値向上

25

 株式会社管野組が栽培している「じゅんさい」に、Ｊ－クレジットを活用したカーボン・オフセッ
トシール（1枚につき1kg-CO2を付与。）を添付して販売

 温暖化対策、商品価値向上、啓発・ＰＲ

 クレジット売却代金は、町内の温暖化対策や地域活性化関連事業等と、社会貢献（東日
本大震災 被災孤児・遺児の未来を、夢を応援するための寄付）に活用

＜概要＞

■Ｊ－クレジットの地産地消を通じた温暖化対策と商品価値向上
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３-５．カーボン・オフセット事例：出雲市内のカーボン・オフセット
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 出雲ガス株式会社は、2021年度から2025年度（5年間）のガス事業に伴う保安業
務、営業・修理・工事業務において発生するCO2排出量の一部をカーボン・オフセット
（150t-CO2)

 いずも産業未来博2021の開催に伴う主催者の移動交通、出展者の移動交通、会場
でのエネルギー使用によるCO2排出量をカーボン・オフセット（16t-CO2)

 有限会社坂根屋は、出雲ぜんざいの製造・生産過程等で発生するCO2排出量（1年
間分）の一部をカーボン・オフセット（10t-CO2)

＜概要＞

■出雲市内でのカーボン・オフセット事例

環境貢献企
業としてのPR、
クレジットの地
産地消

Point!



Ｊ－クレジット制度

３-6．カーボン・オフセット事例：山口市「COOL CHOICE＝賢い選択」を軸とした取組
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＜概要＞

■山口市「COOL CHOICE＝賢い選択」を軸とした取組

 山口市では環境保全の意識向上と環境に配慮したライフスタイルの転換を総合的に促していくため、
地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE＝賢い選択」を軸としたさまざまな啓発事
業を展開。

 その一環として開催した「OH！YEAH！COOL CHOICE PARK！」について、イベント参加者の
移動交通に伴うCO2排出量のカーボン・オフセットを実施（無効化量：2 t-CO2）

 イベント実施期間：2021年12月16日～2021年12月20日

クレジットの地産
地消と、市内の
資金循環を実現

Point!
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３-7．カーボン・オフセット事例：環境フェア開催で生じるCO2のオフセット
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 ひがしひろしま環境フェア2021実行委員会事務局が開催する「ひがしひろしま環境フェア
2021」でのエネルギー使用に伴うCO2排出量のカーボン・オフセットを実施。

 会場での電力使用、参加者の日常生活、参加者の移動交通、印刷物の電気使用、イ
ベントで発生する廃棄物の処理、シャトルバスの運行、会場設営車両の移動交通に伴う
CO2排出量（無効化量：137 t-CO2）

 広島県内の森林保全と、環境価値の地産地消を実現。

＜概要＞

■環境フェア開催で生じるCO2のオフセット / 東広島市

クレジットの地産
地消と、市内の
資金循環を実現

Point!
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３-８．カーボン・オフセット事例：算定からカーボンオフセットまでの支援システム
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 交通と観光の業種を対象にカーボン・オ
フセットの実施を支援する仕組み。

 導入支援システムで簡単に取り組め、
カーボン・オフセットを推進。

＜取組手順＞株式会社ウェイストボックスHPより抜粋

① カーボンオフセットの企画・検討
② ウェイストボックスに、支援システムの利用申請
③ 年間利用料を支払い後、支援システムの利用

開始
④ WEB上でオフセット枠（排出権）の購入
⑤ 利用客にカーボン・オフセット付き商品・サービス

を提供
⑥ WEB上でオフセット報告
⑦ 利用客にカーボン・オフセット証明書の発行

出所：株式会社ウェイストボックスホームページより
（https://wastebox.net/service/kotsu_carbonoffset/）

 交通エコロジー・モビリティ財団が2009
年に開始し継続。2020年よりウェイスト
ボックスにて運営・管理。

 合計 約 816トンの利用実績あり
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 本キャンペーンにご賛同の事業者・団体の
方々のご協力のもと、カーボン・オフセットを行う
ことで地球全体でみると環境に負荷をかけな
い取組

（北海道から沖縄まで全国の国立公園を対象に算定。）

 2017年から継続して実施。

 地球温暖化防止に向けた行動を周知

＜概要＞

■国立公園・世界自然遺産カーボン・オフセットキャンペーン
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• 下表の通り、再エネ発電由来J－クレジットの活用を公表する例が出始めている状況。

リリース日 事業者 取組概要

2019年3月22日 トヨタ自動織機
東邦ガス

株式会社豊田自動織機が同社高浜工場に設置する水素製造設
備において、水素製造時に発生する二酸化炭素排出量を、再エネ
発電由来J－クレジットを用いて相殺。

2020年2月26日 沖電気工業株式
会社

中長期環境ビジョン「OKI環境チャレンジ2030／2050」の達成に
向けた施策の1つとして再エネ発電由来J－クレジットを調達。

2020年3月4日 カルビーグループ 関東地区5事業所で使用する電力を再エネ発電由来
J－クレジットを用いた電力に切り替え。

2020年5月25日 豊田通商 国内全事業所における使用電力の実施100%再エネ化に再エネ
発電由来J－クレジットを活用。

2020年6月4日 三井物産
国内全ての事業所で使用する電力の実質CO2フリー化において、
支援先事業から創出される再エネ発電由来
J－クレジット・森林クレジットを活用。

2020年8月6日 東急グループ 「SDGsトレイン」を運行する東横線・田園都市線の運行に使用す
る電力を、再エネ発電由来J－クレジットを活用した電力で調達。

2020年10月1日 大昭和紙工産業 国内すべての営業所における電力消費量について、
再エネ発電由来J－クレジットを調達して相殺。
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３-11．Ｊ－クレジット活用事例のご紹介

他の事例は
こちらから
検索！

Point!
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• 創出事例15件含め、活用事例を1,360件
掲載

（URL：https://japancredit.go.jp/case_search/）

• 活用方法、取組方法、マーク有無、事業者名
で検索が可能

• 取組を申請することで掲載されます。

３-12．Ｊ－クレジット活用事例のご紹介

https://japancredit.go.jp/case_search/
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１．Ｊ－クレジットの創出状況

２．Ｊ－クレジットの活用状況

３．全国のカーボン・オフセットの事例

４．活用スキームの構築
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＜こういった方に効果的＞
 業種を問わず、個人でも、会議を行

う方どなたでも。
 排出量の算定方法を知らない方でも、

ツールを使えば簡易に算定可能な点
がメリット。

 地元で創出したクレジットの使い道に
悩んでいる方。

 消費者を巻き込んだ「地産地消」ス
キームは、ストーリーが伝わりやすく、
環境貢献している企業としてイメージ
UPを狙える。

４-１．Ｊ－クレジットの活用スキームを構築中

＜事業者の声（一部抜粋）＞
◆メリット：カーボン・オフセットに取組むと、環境に配慮した事業者として外部から評価を得られること。
◆課題：環境貢献したいが、方法が分からない。Ｊ－クレジットの活用方法が分からない。
⇒具体的な活用スキームを構築し、環境貢献したい事業者へ向けてＪクレ制度HPで紹介予定。

＜活用スキーム例＞
■オンライン会議も、CO2実質ゼロ会議モデル
• 会議開催にあたり排出するCO2を簡易算定できるツールを作成。
• 参加人数、会議室の面積や使用時間等の情報があれば、ツールを使って

排出量を簡易に算定可能。
• オンライン会議にも対応した算定ツールに更新。

■地産地消・消費者参加型の地元貢献オフセットモデル
• 地元経済の活性化につながるようなビジネスとの結びつき、継続性のある

スキーム。
• 1品に１円を上乗せし、商品購入者もカーボン・オフセットに参加、地元森

林保全にも貢献できるスキーム 等
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４-２．CO2実質ゼロ会議 算定ツールを公開

↑
HPへのアクセスはこちらから。 簡単な入力でCO2排出量が算定できるツールを公開しています。ぜひご活

用ください。オンライン会議も対応。
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Ｊ－クレジット制度事務局
（みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社 環境エネルギー第2部）

TEL： 03-5281-7588
E-mail： help@jcre.jp

Ｊ－クレジット制度ホームページ
https://japancredit.go.jp/

https://japancredit.go.jp/
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